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ESCO事業の定義
ESCO：Energy Service Company 

ESCO事業とは、従前の利便性を損なうことなく、省エネに関

する包括的なサービスを提供し、その顧客の省エネメリットの
一部を報酬として享受する事業である。

その包括的なサービスは、
１）省エネ方策発掘のための診断・コンサルティング
２）方策導入のための計画・設計施工・施工管理
３）導入後の省エネ効果の計測・検証
４）導入した設備やシステムの保守・運転管理
５）事業資金の調達・ファイナンス

等の全てまたはそれらの組み合わせで構成される。

また、ESCO事業者は、顧客との間でエネルギーサービス契

約を締結し、一定の省エネ効果を保証する。

（ＥＳＣＯ推進協議会ＨＰより抜粋）
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ESCO事業の３つの特徴

� １．トータルサービス：施設の総合ドクター
z 簡易診断→詳細診断→工事監理→効果検証

� ２．性能保証サービス：削減効果の保証
z パフォーマンス契約による効果保証

� ３．ファイナンスサービス：初期投資ゼロ
z 一石三鳥の事業化プラン提案
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ESCOのファイナンスサービス
一石三鳥のﾒｶﾆｽﾞﾑ：省ｴﾈ達成・顧客利益増・事業成立

（資料出典：ＦＥＳＣＯパンフレット）
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ESCOファイナンスサービスの内訳
シェアード・セイビングス方式

（標準契約期間：５～１０年）
（資料出典：ＥＳＣＯ推進協議会ＨＰより抜粋）
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ESCO事業の標準契約スキーム
シェアード・セイビングス方式
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ESCO事業のｵﾌﾟｼｮﾝ契約スキーム
ギャランティード・セイビングス方式
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医療施設におけるESCO事例
富山中央市民病院

� 年間光熱費（電力料金）：１．２億円

� 年間電力使用量：５，９００ MWh

�削減期待効果：２，４００万円（２０％削減）

�投資総額：１億５千万円（投資回収６.２年）

�契約方式：ギャランティード・セイビングス型
（顧客の自己資金型・ESCOは削減のみ保証）

�導入実施方策：

 照明効率化、空調動力ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御
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ESCO事業者によるオンサイト発電事業
ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ（DE・GE・GT・FC）の導入

顧 客

ＥＳＣＯ事業者
熱電併給（ｺｰｼﾞｪﾈ）設備所有者

コージェネ設備メーカー 金融機関

政府機関

補助金申請

（顧客との共同申請）

補助金交付
（事業費の１/3）

工事・保守
契約

ファイナンス
契約

設備発注
ﾒﾝﾃ委託

設備納入
ﾒﾝﾃ提供

電力供給
蒸気供給
運転管理

サービス料
支払い

（電気・熱料金）

エネルギー
サービス契約

省エネ設備の所有から利用へのパラダイム転換！

事業規模
２～２０億円
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生産施設におけるｵﾝｻｲﾄ事例
小型エンジン製造工場（長野県）

� 年間光熱費：５．８億円（内、電力７０％）

� 年間電力使用量：３３,７００ MWh

�削減期待効果：電力従量料金年間２０％削減

�シェアード・セイビングス方式の採用

顧客初期投資ゼロ、10年契約、電力熱販売

�導入実施方策：

 6200kW（3100kW×2） DEｺｰｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ
 （H13年度NEDOｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化事業者支援事業）
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生産施設におけるｸﾞﾘｰﾝｵﾝｻｲﾄ事例
精密機器製造工場（長野県）

プロジェクトの狙い

� わが国初の液化天然ガスを燃料とした250kW溶融炭酸塩型

燃料電池利用のオンサイトコージェネシステム事業

� 大気汚染物質CO2・NOｘ・SOｘの大幅な削減

�年間発電量： 4,300 MWｈ

�原油換算のエネルギー削減量： 430 ｋｌ

�CO2削減率： 48％（火力発電対比）

�ｴﾈﾙｷﾞｰ削減率： 30％ （買電+A重油炊ﾎﾞｲﾗ対比）

�250kW×2基（500kW）燃料電池発電ｼｽﾃﾑの導入
 （H15年度経済産業省 新エネ事業者支援補助金採択）
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グリーンオンサイト事業のプレス発表資料
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生産施設におけるﾊﾞｲｵﾏｽｵﾝｻｲﾄ事例
天然樹脂製品等製造工場（兵庫県）

プロジェクトの狙い

◆わが国初のﾊﾞｲｵﾏｽ燃料（粗ﾄｰﾙ油）によるｵﾝｻｲﾄ発電

�余剰ｸﾞﾘｰﾝ電力の売電による収支ｱｯﾌﾟ（RPS法）

�期待効果：CO2削減12,000ｔ-CO2/年

�設備規模：１４億円

�実施済方策：バイオマス燃料焚きボイラ（30ｔ/h)
抽気復水型蒸気タービン発電機（4,000kW）

（H15年度経済産業省 新エネ事業者支援補助金採択）
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ﾊﾞｲｵﾏｽｵﾝｻｲﾄ事業のプレス発表資料
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地域密着型バイオマス（木質チップ）発電事業

木質系
ﾊﾞｲｵﾏｽ

資源

ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ
ﾀｰﾋﾞﾝ設備

（新設）

電　　力 小売用
電源確保

RPS保有
義務達成

燃料化
施設

ﾊﾞｲｵﾏｽ
燃料源

発電会社
（SPC）

事業主体

　電力会社/PPS等

新エネRPS価値

燃料費支払

燃料購入
契約

電力＋RPS
販売契約

金融機関

プロジェクト
ファイナンス

融　資資金調達

設備投資

出　　　　　　　　資

FESCO

設備調達先

ﾎﾞｲﾗ・ﾀｰﾋﾞﾝ
工事・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ

建設・ﾒﾝﾃ契約

燃料調達先
（提携企業）

農林系・
地方金融機関

農家

林業家

融資

廃棄物
引取契約

製材端材・

造園剪定材

果樹剪定材
間伐材など

建築廃材
抜根、支障木
など

製材業者

造園業者

解体業者

原料選別
チップ化

+

燃料供給

土木業者

周辺地域からの
雇用

人材調達先雇用契約

地域で発生
する廃棄物
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岩国ウッドパワー事業のプレス発表資料



17

わが国が目指すべき社会ビジョンとは？

１．乏しい国内資源・海外高依存度
２．温暖化対策・CO2削減の率先推進

３．持続的な経済成長・豊かさの維持・
国際的競争力の強化

【資源循環型社会】

環境と経済の両立・資源効率性の向上

『資源消費を半分に、豊かさを２倍に』
環境先進国ニッポン
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資源効率性を高め循環型社会の構築を！

資 源
エネルギー 環境負荷

動脈産業

循環型社会

静脈産業

【環境ビジネス】

経済成長と環境保全の両立
戦略的環境投資促進 → 担い手の環境ビジネス台頭

理論・ビジョンから実践の時代へ！



19

平成 9年 5月 東京都千代田区一番町16に設立

資本金 50,000千円 代表取締役 筒見憲三就任

平成 9年 10月 一級建築士事務所 （東京都知事登録第042483号）

平成 10年 6月 東京都千代田区三番町5番地に移転

第１回増資 資本金126,000千円円

平成 11年 2月 ニュービジネス大賞 ｢環境賞｣ 受賞

（社団法人ニュービジネス協議会より）

平成 12年 1月 建設業電気工事業の東京都知事許可取得

（般－11 第112522号）

平成 12年 4月 新事業創出促進法に基づく通商産業大臣認定

平成 12年 5月 第2回増資 資本金260,400千円

平成 12年 7月 東京都千代田区三番町22番地7に移転

平成 13年 3月 技術士事務所登録（第45096号）

第3回増資 資本金411,600千円

平成 13年 8月 特定建設業の東京都知事許可取得 （特－13 第112522号）

平成 14年 4月 関西サテライト・オフィス（現 関西支社）を大阪市北区に設置

平成 15年 1月 中部サテライト・オフィスを名古屋市中区に設置

平成 15年 6月 第4回増資 資本金681,600千円

平成 15年 8月 東京都千代田区京橋2-9-2第一ぬ利彦ビルに移転

平成 15年 8月 九州サテライト・オフィスを福岡市博多区に設置

平成 17年初旬 株式公開予定（主幹事証券：野村證券）

FESCO成長の履歴
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お問合せ info@fesco.co.jp TEL:03-3538-5980（代）
会社概要ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.fesco.co.jp


